
数字で信頼を得る！
NPO会計入門＆会計ソフト講座 2018

特定非営利活動法人ボランタリーネイバーズ 理事・相談事業部長

税理士 中尾 さゆり

日時：2018年7月1日（日）
10:00～12:00 NPO会計入門、13:00～15:00 会計ソフト講座、15:00～16:00 個別相談

講師：中尾 さゆり（ボランタリーネイバーズ、NPO会計税務専門家ネットワーク、税理士）
井ノ上 美津恵さん（浜松NPOネットワークセンター、NPO法人会計基準協議会）

会場：浜松市福祉交流センター 21会議室
主催：静岡県労働者福祉基金協会
企画：浜松NPOネットワークセンター（N-Pocket）



本日のお品書き

10:00～12:00 NPO会計入門

０．はじめに：会計業務の流れと会計ソフトでできること

１．計算書類／財務諸表とは？

２．事前準備

３．日常業務

４．月次決算

５．法人税等のこと
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はじめに：会計業務の流れと会計ソフトでできること

取引発生 証憑入手
出納帳・
伝票作成

出納帳・

伝票入力

仕訳帳

作成

総勘定

元帳作成

試算表・
部門別残
高試算表

作成

財務諸表

作成
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会計王NPO法人スタイルで自動集計

会計ソフトがやってくれるのは
「集計作業」のみ。

正しい決算書作成のためには、
現預金管理や証憑（領収書や請求書）

整理は欠かせない！



NPO法人会計基準について（NPO法人会計基準協議会HP）

� NPO法人会計基準とは何ですか？

ＮＰＯ法人会計基準とは外部に対する会計報告書の作成指針です。

ここでいう「外部」とはみなさんの団体に寄付をする一般市民の方、助成団体、
お金を借りる際の借入先、協働事業をする場合はそのパートナーなどが想定
されます。

� NPO法人会計基準は誰が作ったのですか？

ＮＰＯ法人会計基準は全国各地のＮＰＯ支援センターからなるＮＰＯ法人会計
基準協議会を主体に、会計専門家、学識経験者、助成財団、金融機関など民
間の力を結集して策定されました。

詳しくは「ＮＰＯ法人会計基準の公表と普及に向けて」および「ＮＰＯ法人会計
基準の性格と基本的考え方」をご覧ください。
http://www.npokaikeikijun.jp/akout_npocas_top/
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１．計算書類／財務諸表とは？

※NPO法

計算書類（活動計算書、貸借対照表及び財産目録）

（注記は明示していないが、手引きのひな形などには記載あり）

以前は計算書類（財産目録、貸借対照表、収支計算書）

� NPO法人会計基準：財務諸表の体系

活動計算書

貸借対照表

財務諸表の注記

（財産目録は付属明細書扱い）
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自団体の定款の計算書類がどのように規定されている
か確認しましょう（モデル定款では22・46条）。

当面の間は従来の「収支計算書」でもよいこととなってい
ますが、「活動計算書」への変更・定款変更もご検討くだ
さい。
＊定款変更は所轄庁へご相談ください。



貸借対照表と活動計算書の全体像
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資産
負債

正味財産

収益
費用

正味財産増減額

現金
預金

未収金
固定資産

未払金
預り金
借入金

前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

受取会費
受取寄附金

受取助成金等
事業収益

その他収益

１．事業費
（１）人件費
（２）その他経費
２．管理費
（１）人件費
（２）その他経費

収益－費用
（差額）

貸借対照表

活動計算書



現金主義会計と発生主義会計

(1)現金主義 

① 費用の場合          年度末 

 

 

サービスを受けた日   代金を支払った日 

 （仕訳なし）   （仕訳あり） 

     （借方）費用／（貸方）現金 

 

② 収益の場合 

 

 

サービスを提供した日   代金を受け取った日 

 （仕訳なし）   （仕訳あり） 

     （借方）現金／（貸方）収益 
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現金主義
N１

現金主義
N2

収益 0 100

費用 0 80

正味財産増減 0 20

どこの年度にいれるか？
という話
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(2)発生主義：期間損益を適正に把握できる 

①費用の場合 

 

 

サービスを受けた日   代金を支払った日 

 （仕訳あり）   （仕訳あり） 

 （借方）費用／（貸方）未払金 （借方）未払金／（貸方）現金 

 

② 収益の場合 

 

 

サービスを提供した日   代金を受け取った日 

 （仕訳あり）   （仕訳あり） 

 （借方）未収入金／（貸方）収益 （借方）現金／（貸方）未収入金 

発生主
義N1

発生主
義N２

収益 100 0

費用 80 0

正味財産増減 20 0



２．事前準備
会計処理に関わる組織体制と管理者の整理

総会

A事業 B事業

監事

理事会

事務局
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誰が会計の管理をしていますか？
チェックをしていますか？

金庫はいくつありますか？
誰が管理していますか？

通帳は何冊ありますか？
誰が管理していますか？

委託事業の契約書
助成金の要綱や通知は
誰が管理していますか？

資金や帳簿は
事務局一括管理？

事業別担当者管理？



用意するもの

� NPOの定款・会則

� 予算書、前年度の決算書

� 委託事業の契約書、助成金の要綱（いつ、どのような報告が必要になるの
か？）

� 金庫orNPO用の財布

� NPOの通帳 ※助成金の管理で区分するように求められていたら分ける

� 証憑ファイル（領収書や請求書を閉じておくもの）※ポケットファイルはNG
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事業区分
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特定非営利
活動

A事業

自主

委託

B事業

自主

助成

管理

その他事業

定款の事業（モデル定款第５条）で、

特定非営利活動とその他事業があるかを
確認してください。その他事業がある場合は、
活動計算書を区分することとなっています。



自団体の事業区分を書いてみよう

2018/07/01©Sayuri Nakao12



勘定科目

� NPO法人会計基準勘定科目参照

資料：活動計算書勘定科目
予算書と比較して、過不足がないか確認しましょう

資料：貸借対照表勘定科目
財産目録作成を意識して、補助科目を設けておきましょう
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普
通
預
金

Ａ銀行

Ｂ銀行

Ｃ銀行

長
期
借
入
金

Ａ銀行

Ｄ理事

Ｅ理事

預
り
金

源泉所得税

社会保険料

住民税



収益を区分する
事業収益（委託含む）・補助・助成の違い
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自前性

支援運動性 事業対価性

外来性

受取会費
受取寄付金

自主
事業収益

受取補助金
受取助成金

受託収益



経常費用は「事業費」と「管理費」に区分する
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http://www.npokaikeikijun.jp/guideline/qa/q14-1/



事業費と管理費はこう分ける

事業費とは、ＮＰＯ法人が目的とする事業を行うため
に直接要する人件費やその他の経費をいいます。

・ある事業を遂行するために支出した人件費

・Ｔシャツ等の売上原価（仕入れや製作費）

・チラシやポスターの印刷費

・講師への謝金

・会場の賃借料

・特定の事業の寄付金の募集のためのファンドレイジン
グ（資金調達）費等

＊事業部門と管理部門に共通する経費がある場合に
は、そのうち事業を行うために要した経費として合理的
に算出された金額との合計額になります。

管理費とは、

ＮＰＯ法人の各種の事業を
管理するための費用

・総会及び理事会の開催運
営費

・管理部門に係る役職員の
人件費

・管理部門に係る事務所の
賃借料及び水道光熱費等
をいいます。
http://www.npokaikeikijun.jp/
guideline/qa/q14-1/

2018/07/01©Sayuri Nakao16



３．日常業務
会計処理の大原則：記憶より記録

取引発生 証憑入手
出納帳・伝票作成

証憑整理
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団体名義の領収書・
請求書を受け取る



スタッフが立て替えた場合

取引発生

スタッフが立替
証憑入手 立替精算

出納帳・伝票
作成

証憑整理
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団体名義の領収書・
請求書を受け取る

この時点で
団体のお金が動く

権限をもつ者・金額
上限などを決めてお

きましょう



証憑書類がない！→証拠書類を作成するルール

� 団体名称のレシート・領収書を受け取るようにしましょう。

団体経費分については、個人の買い物と混在しないよう、注意しましょう。

� 公共交通機関の切符など領収書の取れないものについては、 旅費交通費
精算書などを使用するとよいでしょう。

� 立替の量や頻度が多い場合は、立替精算のルールを決めておきましょう

・立替精算の権限を持つ人、承認する人

・金額の上限

・精算の頻度

・精算書様式
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証憑を整理する

� 領収書は日付順・科目順など、一定のルール
に従って綴ります。

� 助成金などによっては、領収書の原本の提出
を求められることもあります。その場合は、別
途保管しましょう。

� 請求書等については、主要な取引先について
は取引先別に、その他は日付順に綴ります
（請求書・領収書セットで綴ればOK）。

� 税金や社会保険の領収書は別途保管しておく
と便利です（税金や社会保険の調査に備える
ため）
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帳簿の記載事項

法人税や消費税の規定を参考に、下記については帳簿に記載しましょう

� 出納帳の日付は、NPOの金庫・通帳からお金が出て行った日を記載します。

� 領収書の日付が入出金日と異なる時は、摘要欄に記載します。

� 取引の相手先を記載します
匿名の寄附など記載できないものはその旨を記載します
立て替えたスタッフの名前ではなく、取引の相手方を記載します。

� 取引の内容を記載します。

� 取引金額を記載します。

� 勘定科目を記載しましょう。

� 事業区分を記載しましょう。のちほどの処理を簡素化するため、できる限り入
出金の都度、区分しましょう。（「共通」部門を活用し、決算時に按分する方法
もあります）
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④人件費等の支払いと源泉所得税
NPOからの受取対価の考え方と処理

「なぜ？」「いくらくらい？」「払い方は？」
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旅費交通費等の実費弁償・
実費相当額の範囲内か？

役員としての対価？ 労働者としての対価？ 外注・謝金しての対価？

請負・外注
・諸謝金

利益相反にならないよう、
一定の手続きを経て、
ルールを決めましょう

ボランティア

給与所得の所得税／社会保険
（場合により）報酬の所得税

（10.21％）

ボランティア保険など

Yes

No

活動のスタイル・指揮命令系統など

役員としての対価 労働者としての対価

NPO法 役員報酬 給与手当

NPO法人会計基準 役員報酬 役員報酬



報酬に係る源泉所得税とは？

(1) 報酬・料金等の支払を受ける者が個人の場合の源泉徴収の対象となる範
囲

イ 原稿料や講演料など

ただし、懸賞応募作品の入選者などへの支払については、一人に対して1回
に支払う金額が5万円以下であれば、源泉徴収をしなくてもよいことになってい
ます。

ロ 弁護士、公認会計士、司法書士等の特定の資格を持つ人などに支払う報
酬・料金

＊その他、資料４参照「第4 報酬・料金等の源泉徴収事務」
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報酬・料金等の源泉徴収を行う場合の注意事項

(1) 支払を受ける者が研究会、劇団などの団体などである場合の、個人か法
人かの判定

支払を受ける者が、法人税を納める義務があること又は定款、規約、日常の
活動状況などから、団体として独立して存在していることを明らかにした場合
は法人として取り扱い、そうでなければ個人として取り扱います。

(2) 謝礼、研究費、取材費、車代などの名目で支払われていても、その実態が

報酬・料金等と同じであれば源泉徴収の対象になります。しかし、報酬・料金等
の支払者が、直接交通機関等へ通常必要な範囲の交通費や宿泊費などを支
払った場合は、報酬・料金等に含めなくてもよいことになっています。
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(3) 金銭ではなく、品物で支払う場合も報酬・料金等に含まれます。

(4) 報酬・料金等の額の中に消費税及び地方消費税の額（以下、「消費税等

の額」といいます。）が含まれている場合は、原則として、消費税等の額を含め
た金額が源泉徴収の対象となります。ただし、請求書等において、報酬・料金
等の額と消費税等の額が明確に区分されている場合には、その報酬・料金等
の額のみを源泉徴収の対象とする金額として差し支えありません。
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講師謝金の源泉所得税の計算と
領収書等の記載方法

� 講師謝金 10,000円

源泉所得税 1,021円→税務署へ

講師手取り額 8,979円→講師へ

� 講師手取り10,000円
（総額）×（100％-10.21％）＝10,000円

（総額）×89.79％＝10,000円

（総額）＝11,137円
＜検算＞
11,137円×10.21％＝1,137円→税務署

11,137円-1,137円＝10,000円→講師へ

支払申請書 日付 2015 年　　３ 月　　１０ 日

担当

支払先区分 □法人・団体 ■個人

支払先名称 愛知　太郎

イベント名 NPO入門講座

支払予定日 2015 年　　３ 月 15 日

謝金等 11,137 円

交通費 円 区間：

源泉所得税 -1,137 円

差引支払額 10,000 円

備考

作成 承認

領収書 日付 年 月 日

￥ 10,000 ー
但、 3/15NPO入門講座講師謝金

上記まさに領収しました。 住所

団体名

氏名 印

内訳

謝金等 11,137 円

交通費 0 円 区間：

源泉所得税 -1,137 円

差引支払額 10,000 円

支払金額

支払金額
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支払調書と法定調書合計表の作成・提出

� 「報酬、料金、契約金及び賞金の
支払調書」の提出範囲

�

(4) 弁護士や税理士等に対する報

酬、作家や画家に対する原稿料や
画料、講演料等については、同一
人に対するその年中の支払金額の
合計額が5万円を超えるもの
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税務署提出用はマイナンバー
を記載。個人配付は不要。



源泉所得税があった場合の帳簿記載方法

� 現金出納帳

� 振替伝票（講師謝金支払い時のみ）
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日付 事業区分 科目 摘要 収入 支出 残

7/1 普通預金 現金引出 30,000 30,000

7/2 ●●事業 諸謝金 ●●氏●●講座謝金 20,000 10,000

7/2 預り金 ●●氏源泉所得税 2,042 12,042

7/10 預り金 浜松北税務署源泉所得税納付 2,042 10,000

金額 事業区分 科目 摘要 科目 金額

20,000 ●●事業 諸謝金 ●●氏●●講座謝金 現金 17,958

●●氏源泉所得税 預り金 2,042

20,000 合計 20,000



印紙税の取り扱い

� 領収書
印紙税は非課税（営業者に該当しないNPO法人が作成する領収書）

� 行政機関との請負契約書を交わす場合
行政機関が保管する契約書＝NPO法人が作成⇒印紙を要する
NPO法人が保管する契約書＝行政機関が作成する文書は印紙税非課税

＊委託契約のうち、請負に関する契約書に該当しない委任に関する契約書の場
合は不課税文書
印紙税法４⑤

参考：『NPO法人実務ハンドブック』P.329-
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４．月次決算

� 現金出納帳、現金実地残高との照合・現金過不足の認識

� 預金出納帳、通帳記帳・通帳との照合

� 預り金台帳、借入金台帳、固定資産台帳など補助簿等の記入

� 出納帳・残高試算表の合計値の照合、異常値のチェック

� 帳簿と証憑の照合

＊入出金担当者、経理担当者、事務局長など、複数の人が定期的にチェック
する体制を作りましょう。
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５．法人税等のこと
税務申告が必要かを判断する（法人税）

� 「法人税法上の収益事業」に該当する事業を行っている場合のみ、法人税
の申告・納税をしなくてはなりません。

� 「法人税法上の収益事業」は「販売業、製造業その他政令で定める事業で、
継続して事業場を設けて営まれるもの」と規定されています（法人税法第2条
第1項13号）
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法人税法＼NPO法
特定非営利活動に係る事業

（本来事業）
その他の事業

収益事業 法人税の対象となる事業

非収益事業 法人税の対象とならない事業
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★「販売業・製造業その他政令で定める事業」
1）物品販売業 2）不動産販売業 3）金銭貸付業 4）物品貸付業
5）不動産貸付業 6）製造業 7）通信業 8）運送業 9）倉庫業
10）請負業 11）印刷業 12）出版業 13）写真業 14）席貸業 15）旅館業
16）料理店業その他の飲食店業 17）周旋業 18）代理業 19）仲立業
20）問屋業 21）鉱業 22）土石採取業 23）浴場業 24）理容業
25）美容業 26）興行業 27）遊技所業 28）遊覧所業 29）医療保健業
30）技芸教授業 31)駐車場業 32）信用保証業 33）無体財産提供業
34）労働者派遣業(2008年に追加) 

☆技芸教授業の技芸とは、洋裁、和裁、着物着付け、編物、手芸、料理、理容、
美容、茶道、生花、演劇、演芸、舞踊、舞踏、音楽、絵画、書道、料理、工芸、デ
ザイン（レタリングを含む）、自動車操縦、小型船舶（総トン数5トン未満の沿岸小
型船）の操縦のことをいう（法人税法施行例第5条第1項第30号）。 ＊限定列挙
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★収益事業における「事業性」とは
収益事業における「事業性」とは、反復「継続して事業場を設けて営まれるも

の」と定義されています。従って、例えば「１年に１回のバザー」などは「物品販
売業」に該当していても、「継続性がない」と判断される場合があり、その場合に
は、「法人税法上の収益事業」とはみなされません。

★「法人税法上の収益事業」に関する非課税規定
「法人税法上の収益事業」には、障害者等がその事業に従事する者の総数の

半数以上を占めるなど一定の場合について、非課税規定があります。
（法人税法施行令第５条第２項第２号）

法人税の考え方や収益事業に該当するか？については、
NPO会計税務専門家ネットワーク『税理士/公認会計士必携 NPO法人実務ハンドブック』
に詳しく説明されています。



税務署への届出
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こんな時 いつまでに 何を どこへ

法人設立 法人設立の日（設立登記の
日）以後2月以内

法人設立届出書 事業所の所在地を管
轄する税務署

源泉徴収の開始 開設、移転又は廃止の事実
があった日から1か月以内

給与支払事務所等の開設・
移転・廃止の届出

源泉所得税の納
期の特例の承認
に関する申請

特に定められていません（原
則として、提出した日の翌月
に支払う給与等から適用され
ます。）

源泉所得税の納期の特例の
承認に関する申請
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NPO法人設立 税務署 法人設立届出書

法人税、消費税、源泉所得税
などの納税義務があれば

収益事業開始届

給与支払事務所等の開設届 納期の特例

特例により、給与等の所得税は年2回
納付。報酬は毎月納付。

該当するもののみでOK
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� 浜松市 ホーム > くらし・手続き > 市民活動 > 特定非営利活動法人（NPO法人） > 様式

集（認証・報告・届出関係） 事業報告書等のダウンロードができます。
http://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/shiminkyodo/civil/npo/yoshiki/index.html

� みんなで使おう！NPO法人会計基準：NPO法人会計基準協議会http://npokaikei.info/

☆財務諸表の様式をダウンロードできるほか、会計基準に関するQ&Aも順次更新中

� 認定ＮＰＯ法人への道：NPO会計税務専門家ネットワーク http://npoqa.jp/top.php

☆認定NPO法人ほか、NPOの税務などに対応。Q&Aも順次更新中。

� 全国NPO会計担当者ネットワーク http://www.npokaikei-tantou.org/

� NPO会計支援センター http://www.npokaikei.com/

� ＮＰＯ会計道 脇坂誠也税理士のブログ http://klog.canpan.info/waki/

� 関西大学 馬場英朗研究室（公会計・非営利会計）／会計書式（規程／帳簿／伝票）
http://kaka-hi72.seesaa.net/category/8824474-1.html

� ＮＰＯ会計・税務 リクツとコツ 中尾さゆりのブログhttp://klog.canpan.info/sally_nakao/

情報源



自己紹介：中尾 さゆり

 税理士、評価士、准認定ファンドレイザー

 特定非営利活動法人ボランタリーネイバーズ
副理事長、相談事業部長（NPO相談、あいちモリコロ基金担当）

 認定特定非営利活動法人NPO会計税務専門家ネットワーク 理事

 NPO法人会計基準協議会 専門委員

 内閣府 ＮＰＯ法人の会計の明確化に関する研究会

＊その他、助成金等の審査員・運営委員を歴任

 情報発信・連絡先
� http://klog.canpan.info/sally_nakao/

� facekook、twitter 中尾さゆり で検索してください

� e-mail sally.nakao@gmail.com
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